
 

 

第 3 章 係留施設（耐震対策） 

 

 係留施設における耐震対策として 13 事例紹介する。「耐震・耐津波検討」を実施し

た施設について整理し、「粘り強い構造」とした事例である。 
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No.11 

対象施設 岸壁 構造形式 矢板式（控え矢板） 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）構造検討 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.H.W.L +2.591，H.W.L ＋1.452，M.S.L +0.852，L.W.L +0.033 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
0.16 ※係留施設 A 

レベル 1 

その他 

kh=0.25（地表面最大加速度：389.988 gal） 

※H24 青森県太平洋側想定地震（太平洋側海溝型地震） 

レベル 2 

・H24 太平洋側海溝型地震 最大加速度 87.081gal（法直方向） 

・賀祥ダム波 最大加速度 494gal 

※M6.5 直下型地震を作成していないため、「漁港・漁場の施設の

設計参考図書（2015 年版）[下]p 資-174」より採用 

津波条件 
レベル 1 岸壁前面の最低水位：D.L -1.72 ※三陸沖北部地震津波 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：液状化対策，構造物補強対策 

対 策 工 法：浸透固化処理工法，前面矢板新設（自立矢板式） 

粘り強い対策 

前面海底面を基礎捨石で置き換えることが基本方針であるが、イ

スバッシュ式による捨石の安定質量の算定結果より、岸壁前面地

盤の洗堀の可能性は低いと判断し、洗堀防止工は実施しない 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜浸透固化処理工法＞ 

・改良範囲として深度はH.W.Lから液状化すると判定された層全

て、幅は岸壁背面の主働崩壊領域を対象 

＜自立矢板式＞ 

・控え矢板式とした場合、浸透固化処理の改良幅が控え工背後か

らの主働崩壊領域までと非経済のため自立矢板式を採用 

 ※浮桟橋の撤去・移設が困難なため、グラウンドアンカーは比

較検討に含めない 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・ 「H24 青森県太平洋側想定地震」は L1 地震津波の太平洋側全て

の震源域を含んだものであり、太平洋側での工学基盤加速度が

最大となる L2 地震動となっているため、発生頻度の高い津波

を生じさせる地震としても「H24 青森県太平洋側想定地震」を

用いてレベル 1地震動を設定する 

・引き波時の検討における残留水位は越流するため埋立地盤高

の D.L +2.30 とする 

キーワード 液状化対策，浸透固化処理工法，前面自立矢板新設，FLIP 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

耐震・耐津波による決定断面 
液状化対策の改良範囲 

※不採用案の控え矢板式の場合 

 

  

そ
の
他 

・動的解析（FLIP） ※賀祥ダム波  

 【水平残留変位量】 

  -22.6 ＜ 30 ㎝ OK 

 【鉛直残留変位量】 

   -1.3 ＜ 30 ㎝ OK 

 

 ※水平変位：海側（-），陸側（+） 

  鉛直変位：沈下（-），隆起（+） 

本設計に関する基本情報 

管理者：青森県，設計位置：青森県三沢市大字三沢浜通，設計年次：平成 28 年度  
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No.11 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 
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No.11 

機能強化（液状化対策）工法の比較 
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No.12 

対象施設 岸壁 構造形式 セルラーブロック式 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）構造検討 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.W.L ＋1.50， L.W.L ±0.00 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
0.16 ※係留施設 A 

レベル 1 

その他 
－ 

レベル 2 
どこでも起こりうる直下型地震 

※既往解析結果との比較のための試解析 

津波条件 

レベル 1 
岸壁前面の最低水位：D.L -4.96  

最 大 流 速 ：4.21 m/s  ※堤体前面 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：液状化対策，構造物補強対策 

対 策 工 法：薬液注入工法，グラウンドアンカー設置 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜薬液注入工法＞ 

・経済性に加え、砂礫地盤かつ施工時における防砂シートへの影

響を考慮して採用 

＜被覆ブロック＞ 

・津波流力による所要質量とマウンド法勾配の経済比較により決

定 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・本漁港は平成 23 年の東北地方太平洋沖地震津波により被災し、

岸壁に沈下が確認されたことから、その対策として上部工の嵩

上げと背面軽量盛土の置き換え（範囲は地震時の主働崩壊角で

決定）を実施済みである 

・設計震度の見直し（0.10→0.16）より軽量盛土の改良範囲を80cm

拡幅する（主働崩壊角の範囲変更） 

・引き波時の検討における残留水位は越流するため埋立地盤高の

D.L +2.30 とする 

キーワード 液状化対策，薬液注入工法，グラウンドアンカー，FLIP 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

平成 23 年の被災後の対策断面 耐震・耐津波による決定断面 

  

そ
の
他 

・動的解析（FLIP） ※既往解析結果との比較のための試解析 

本設計に関する基本情報 

管理者：岩手県，設計位置：岩手県釜石市両石町小川浜，設計年次：平成 29 年度  
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No.12 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 

 
 

 
 

 

【被覆ブロックの比較】 
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No.12 

機能強化（構造物補強）の比較 
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No.12 

地盤改良工法（液状化対策）の比較 
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No.13 

対象施設 岸壁 構造形式 重力式（セルラーブロック） 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）改良設計 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 
H.H.W.L. +1.80，H.W.L. +1.50， 

M.L.W.L. +0.50，L.W.L. ±0.00 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
0.16 ※係留施設 A 

レベル 1 

その他 
－ 

レベル 2 
・M6.5 直下地震（法線直交方向） 

・東北地方太平洋沖地震（法線直交方向） 

津波条件 

レベル 1 
津波水位 D.L.-9.16（最低水位） 

津波流速 H.W.L.時：5.61m/s L.W.L 時：6.34m/s 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：液状化対策，構造物補強対策 

対 策 工 法：事前混合処理工法， 

本体コンクリート拡幅/グラウンドアンカー設置 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜液状化対策＞ 

・構造物補強対策工法（本体工腹付・グラウンドアンカー）及び

背後用地（道路）を勘案し、固結工法を採用 

・固結工法のうち、施工性・経済性より事前混合処理工法を採用 

＜構造物補強＞ 

・経済性の他、仮設工（土留矢板）がリース規格品かつ陸上施工

が可能となるため、本体工腹付・グラウンドアンカーの併用案

を採用 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・液状化対策として締固め工法は、現地盤の細粒分が多いことを

加味して比較対象外 

・液状化改良範囲は、常時主働崩壊面と地下水面（DL+2.30）の交

わる点まで（DL+2.30 は津波時を想定して埋立地盤高） 

・アンカー長はアンカー傾斜が大きい方ほど短くなるため、

60°,55°，50°で比較し、経済性より 50°を採用・アンカー

設置は、最小間隔 1.5m （相互干渉によるグループ効果の考慮無）

かつ 1函 5.0ｍより 1.7m 間隔（1函当たり 3本） 

キーワード 液状化対策，グラウンドアンカー，レベル 2地震動，FLIP 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

断
面
図 

 

そ
の
他 

津波流速に対する被覆材の安定質量の検討 

・法勾配 1：1.5 の場合、安定上 163.6ｔ必要であるが、流通規格がないため対象外 

・法勾配 1：2.0 の場合、安定上 39.2ｔ必要 

・法勾配 1：3.0 の場合、安定上 13.8ｔ必要 

・法勾配 1：4.0 の場合、安定上 9.1ｔ必要 

経済性の観点より、ペルメックス 16t 型（法勾配 1：3.0）を採用 

※イスバッシュ定数の実験地があるオルサーブロック、ペルメックス、スタビックで比較

本設計に関する基本情報 

管理者：岩手県，設計位置：岩手県釜石市唐丹町花露辺地先，設計年次：－ 
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No.13 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 

 
 

 
 

 
 
 
 

【偶発状態の地震応答解析（FLIP）】 

〇現況に対する照査 

 
〇対策断面 
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No.13 

液状化対策（地盤改良）の比較 
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No.13 

機能強化（構造物補強対策）の比較 
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No.14 

対象施設 岸壁 構造形式 矢板式（控え矢板,二重矢板） 

目的 耐震強化岸壁（-7.5m）の新設 

新設・改良 新設 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.W.L +1.60，M.L.W.L +0.40，L.W.L ±0.00（C.D.L） 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
0.19 ※係留施設 A 

レベル 1 

その他 
－ 

レベル 2 東北地方太平洋沖地震 最大基盤加速度αmax=897gal 

津波条件 

レベル 1 

最大水位：C.D.L+4.3m（＞施設天端高+3.0m→越流） 

最大流速：4.0m/s（H.W.L.時） 

最低水位：C.D.L.-1.9m(L.W.L.時) 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：液状化対策，新設 

対 策 工 法：深層混合処理工法，控え矢板（端部：二重矢板） 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜深層混合処理工法＞ 

・改良範囲として陸側は控え工の位置から常時主働崩壊角面が

設計水位と交わる個所までとし、海側は地震時の必要安定幅よ

り範囲が広い、常時受動崩壊角により決定 

＜新設＞ 

・桟橋式の地盤改良として一般的な SCP が入船できないため、重

力式、矢板式（控え矢板,二重矢板）の比較検討により決定 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

＜液状化対策＞ 

・港口に横断橋(桁下高 32m※)及び架線（架線高 35.9m※）がある

ため、2.2m2級 CDM 船による地盤改良を前提 ※ともに H.W.L 時 

＜岸壁端部の考え＞ 

・耐震区間以外の岸壁が被災を受けた場合、それに連鎖し耐震区

間が被災を受けることを防ぐことを目的とし、起終点の両端

部、中間の排水工部は二重矢板式とし、構造体として独立 

キーワード 液状化対策，深層混合処理工法，控え矢板・二重矢板，FLIP 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

 

そ
の
他 

FLIP 

 

本設計に関する基本情報 

管理者：宮城県，設計位置：宮城県気仙沼市潮見町，設計年次：令和 5 年度  
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No.14 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） ※標準部 

 
 

 
 
 

 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） ※端部 
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No.14 
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No.14 

機能強化（構造物補強）の比較 
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No.15 

対象施設 岸壁 構造形式 重力式（セルラーブロック） 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）構造検討 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.W.L +1.52，M.L.W.L +0.40，L.W.L +0.02 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
－ 

レベル 1 

その他 

kh＝0.11（漁港基準による照査用震度の算定結果） 

※近隣の重要港湾で設定されている地震動を補正 

※－6.0m 岸壁より漁港（kh＝0.11）及び港湾（kh＝0.07）の両方

で照査用震度を算出し、危険側となる漁港の照査用震度を採用 

レベル 2 フィリピン海プレート内の地震の地震動 

津波条件 

レベル 1 
最大水位：C.D.L +3.538，最低水位：C.D.L -2.618 

広域沈下量：0.12ｍ  （東北地方太平洋沖地震） 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：液状化対策，構造物補強対策 

対 策 工 法：深層混合処理工法，グラウンドアンカー設置 

粘り強い対策 

動的有効応力解析（FLIP）により発生頻度の高い津波（東北地方

太平洋沖地震）及びレベル 2地震動に対して全項目の許容値を満

足するため、対策不要とする 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜深層混合処理工法＞ 

・背後の建屋基礎への影響及び経済性を考慮して決定 

＜グラウンドアンカーの設置＞ 

・岸壁法線背後 10m には建屋が計画されている 

・泊地面積確保のため、大幅な前出しは不可能 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・常時微動観測を実施し、地震動（レベル 1地震動）を設定 

・引き波時の検討における残留水位は越流するため埋立地盤高

の C.D.L +2.70 とする 

・アンカー打設角度（90°，85°，60°）を比較 

・岸壁背後の液状化対策は受動崩壊角の範囲を満足していない

ため、レベル 1地震動に対する動的有効応力解析（FLIP）実施 

キーワード 液状化対策，深層混合処理工法，グラウンドアンカー設置，FLIP 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

耐震・耐津波による決定断面 

そ
の
他 

・動的解析（FLIP） 

本設計に関する基本情報 

管理者：千葉県，設計位置：千葉県銚子市川口町，設計年次：令和 2 年度  
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No.15 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 
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No.15 

機能強化（構造物補強）の比較 
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No.15 

地盤改良工法（液状化対策）の比較 
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No.16 

対象施設 岸壁 構造形式 控え矢板式 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）構造検討 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.H.W.L. D.L.+4.20，H.W.L. D.L.+2.00，L.W.L. D.L.±0.00 

設計震度 

レベル 1 

地域別 

0.18 ※係留施設 A 

※断面検討時の設計震度 

レベル 1 

その他 

0.29 

※0.25 を超えて過大な断面となる可能性があるため、断面検討

では使用せず、二次元地震応答解析により断面評価を実施 

 「漁港・漁場の施設の設計参考図書（2015 年版）[下]p564」 

レベル 2 
Max 671gal ※過去地震最大モデル 

      （プレート境界型地震の 5地震重ね合わせモデル） 

津波条件 

レベル 1 D.L.+6.74 ※過去地震最大モデルの時系列データより 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：構造物補強対策 

対 策 工 法：地盤改良 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜地盤改良＞ 

下記の土層を改良できる工法として深層混合処理工法を選定 

① C=100kN/m2 の粘性土層を改良 

② N=30 を超える礫層を改良 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・既設の控え矢板構造は供用開始後 55 年が経過していることか

ら、新たに耐用年数 50 年を確保する（供用開始後では 55 年＋

50 年=105 年）ことは困難であるため、既設矢板に構造上必要

となる性能は期待しない 

キーワード FLIP 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

そ
の
他 

FLIP ※レベル 1 津波地震時における改良体の強度確認 

・地震時に改良体に生じるせん断応力に対して内部安定の確保を照査 

・発生最大せん断応力（FLIP）に対し、改良体の設計圧縮強度が上回っていれば安定 

・設計圧縮強度は fc=αβqu＝0.656×0.90×800＝472.32（kN/m2） 

  qu：設計改良強度 800（kN/m2） 

 

本設計に関する基本情報 

管理者：愛知県，設計位置：愛知県田原市赤羽根町地内，設計年次：平成 31 年度  
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No.16 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 
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機能強化（構造物補強）の比較 
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安定計算結果（耐震設計による決定断面） 

 
 

 
 

 
 

【コンクリート単塊の安定照査】 ※差し筋無は OUT 

 
【コンクリート単塊の配筋検討】 
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機能強化（耐震対策）工法の比較 
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